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2. 普通一時保護（2010 年判決） 
3. 親権喪失と養子縁組（2011 年決定と 2012 年判決） 
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一、 はじめに 



















2008 年９月、実母の同意のもとで、A 市児童福祉施設（The Child Welfare Services）は、子
（申立人２、以下「X」と称する）が生まれた後３ヶ月の間、実母と X を A 市児童福祉施設に
入所させ、実母の養育能力を評価していく方針を決定した。 
2008 年９月 25 日、X が生まれ、2008 年９月 29 日に実母と X は A 市児童福祉施設に入所し
た。 
 
1 Strand Lobben and Others v. Norway, no.37283/13, 10/09/2019, para10-36. 
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2008 年 10 月 17 日、実母は X を連れて A 市児童福祉施設を退所するつもりであった。しか
し、10 月 21 日、A 市児童福祉施設は、実母には養育能力が不足しており、実母と X を監視し
なければ、今後 X が死亡する危険があるとして、X に対して緊急一時保護の措置を講じた。X は
仮里親のもとで置かれ、実母は週に１回の面会のみできることが決定された。 
実母は A 県社会福祉協議会(The County Social Welfare Board)に異議を申し立てたが、2008





2008 年 10 月 30 日、実母は緊急一時保護の決定に対して異議を唱え、市裁判所に提訴した。
しかし、2009 年１月 12 日、市裁判所は緊急一時保護の決定が児童福祉法４−６条2で要求され
ている事項に該当すると判断し、実母の請求を却下した。 
 
2. 普通一時保護（2010 年判決）3 
2009 年２月、X の保護を継続するため、A 県社会福祉協議会は児童福祉法４−12 条に基づ
き、X に対して普通一時保護を行った。A 県社会福祉協議会は現状を踏まえ、X の仮里親のもと
での長期的な養育を想定していた。そのため、X には安定的な生活を与えるべきであり、実母と
X の面会の目的は実母の存在確認に尽きるだけであることを認定した。そこで A 県社会福祉協
議会は、実母と X の面会を年に６回、面会時間は１回２時間に設定した。 
2009 年４月 15 日、実母は普通一時保護の決定に対して異議があり、一時保護の決定を解除
するため、市裁判所に提訴した。2009 年８月 19 日、市裁判所は、A 県社会福祉協議会が現時点
で実母の養育能力の不足に関して十分な証拠を挙げられなかったことを理由に、実母の請求を
認めた（具体的には、X の体重が増えなかったことは実母の養育能力が疑われた１つの理由であ
るが、市裁判所は X が目に感染症を持っていたために体重が増えなかった可能性を指摘した）。 
2009 年９月、A 県社会福祉協議会は高等裁判所に控訴した。2010 年４月 22 日、A 市児童福
 
2 関係する法律の条文とその訳文は、本稿の末尾の【資料１】に掲げてある。 
3 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para37-76.  
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3. 親権喪失と養子縁組（2011 年決定と 2012 年判決）4 
 2011 年４月 29 日、実母は A 市児童福祉施設に一時保護の解除もしくは面会回数の増加を申
請した。2011 年７月 12 日に A 市児童福祉施設は実母の申請を A 県社会福祉協議会に転送し
た。 
その後、実母は結婚し、2011 年 10 月 18 日に子 Y を出産した。Y が生まれた後、実母、Y 及
び Y の実父は他県へ引っ越し、新住所の B 市児童福祉施設（以下「B 市児童福祉施設」と称す
る）は、実母に Y を養育する能力が不足していないか調査を行なっていた。 
2011 年 12 月８日、A 県社会福祉協議会は、実母の申請を却下したうえで、実母の親権喪失
及び X と仮里親の養子縁組の成立を決定した。A 県社会福祉協議会の決定理由は以下の通りで
ある。まず、2010 年４月 22 日高等裁判所が判決を下した後、実母の養育能力が確実に高まっ
たことに関する証拠がなかったこと。また、X が仮里親との間に深い繋がりを持っていたため、
X が実母のもとに戻されると、X に深刻な問題が生ずる可能性があること。したがって、A 県社
会福祉協議会は本件の状況が児童福祉法４−20 条で要求されている事項に該当すると判断し、
実母の親権喪失及び X と仮里親の養子縁組の成立を決定した。 
2011 年 12 月 19 日、実母は前述の A 県社会福祉協議会の決定に反対し、市裁判所に提訴し
た。市裁判所の判断は以下の通りである。 
まず、市裁判所は X への一時保護を解除すべきか否かについて審査した。B 市児童福祉施設
の証言に基づき、市裁判所は、B 市児童福祉施設の支援を受ければ実母は Y を養育することが
でき、Y に対して一時保護を講じる必要はないという結論を出した。しかし、本件の子 X が脆
 
4 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para82-120.人権裁判所は、本件の審査範囲が 2011 年決定及
び 2012 年判決と認定された。 
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弱なので、仮里親から引き離されたら問題が生ずる可能性がある。また、実母が X と面会する


















2012 年３月 14 日、実母は高等裁判所に控訴した。しかし、実母の控訴は市裁判所の 2012 年
判決後に新たな進展があったことを証明できなかったため、2012 年８月 22 日に実母の控訴は
棄却された。 
2012 年９月 24 日、実母は最高裁に上告した。実母は B 市児童福祉施設の職員が作成したフ
ァイルを最高裁に提出した。このファイルによって、実母は B 市児童福祉施設から支援を受け
ており、状況が改善されるということが分かった。実母はこのファイルにより自分が X を適切
に養育できると主張した。しかし、最高裁は Y と違って、X が極めて脆弱なので、要求される
養育能力が Y よりも高いことを理由として、実母の上告を棄却した。 
本件の実母は、親権喪失及び養子縁組の成立を決定したノルウェー政府の行為が実母（申立
人１）と X（申立人２）の「家庭生活を享受する権利」を害すると主張し、人権裁判所に訴えた。 
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三、 人権裁判所の判決 
1. 判決の主文 
1) 15 票対２票で、締約国の先決的抗弁（preliminary objection）を却下する。 
2) 13 票対４票で、締約国の干渉措置が人権条約８条に定まられている申立人たちの権利を侵
害したとする。 
3) 16 票対１票で、関係する要件を満たしたので、申立人２に非金銭的な損害が生じたとする。 
4) 13 票対４票で、 








2. 人権裁判所大判事部（The Grand Chamber）に至る前の先決問題 









5 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para142-147. 
6 全ての国内救済を尽くしていることは人権裁判所に上告する要件とされている。詳しくは四章１節を参照。 
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所は緊急一時保護と一時保護に関しては審査しないと認定した。 
また、2011 年に一時保護解除の実母の申請を拒絶した A 県社会福祉協議会の決定と 2012 年
判決との間に関連があり、申立人も 2011 年 A 県社会福祉協議会の決定が人権条約８条に違反
したと主張して人権裁判所に訴えたため、人権裁判所は 2011 年決定及び 2012 年判決を合わせ
て審査すべきであると認定した。 
2) 実母は X の代理人として訴える権利を有するのか7： 
人権裁判所：ノルウェー最高裁の 2012 年判決では、実母の上告は棄却され、X の法定代理人
を養親とするということが指摘された。しかし、人権裁判所の判例法によると、養子縁組が成立
したとしても、特段の事情がなければ実親と子の家族の絆（family ties）は保護されるべきだと





実母と X との面会交流が厳しく制限されるノルウェー政府の措置によって、実母と X の家庭
生活の再構築の可能性がなくなり、実母と X が絆を築くことも不可能になった。したがって、
ノルウェー政府は実母と X の親子関係の破綻に対して直接的に責任を負うべきである。また、







7 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para156-159. 
8 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para165-166.  
9 X の脆弱性を考えると、実母に戻されると、X に深刻な問題が生ずる可能性があること。 
10 実母と X の親子関係の破綻。 
11 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para170-173.  
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本件では当事者の利益の取捨選択が問題になったが、この問題については締約国も一般論を
持たないため、締約国は広い自由裁量権を有するべきである。また、実母が結婚して二人目の子







があることという三つの要件を満たさなければ、人権条約８条違反となる（K. and T. v. Finland, 




（Paradiso and Campanelli, para179）。さらに人権裁判所は、締約国の干渉措置が、差し迫った
社会的需要に応じて決定されていたか、正当な目的を意図した上で当事者間の利益のバランス
が図られていたか、ということに対しても審査する（Paradiso and Campanelli, para181）。 
子に関する全ての決定で最も重要なのは子の最善の利益が考慮されることだという考え方に
ついて、締約国は広く合意に至っている（Neulinger and Shuruk v. Switzerland, para135）。人権
裁判所も、子の養育及び面会制限に関する事案を審査する際、子の利益は他の判断事項より優




を講じるべきである（K. and T. v. Finland, para 178）。 
子の利益と親の利益が相反する場合には、人権条約８条により、子の利益が極めて重要な位
置にあることを考慮し、子と親の利益のバランスが図られるべきである。特段の事情があると
きには、子の利益が親の利益より重要になる可能性もある（Sommerfeld v. Germany, para64）。 
 
12 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注 1, para202-213.  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
実親から子を引き離すという締約国の干渉措置がヨーロッパ人権条約８条に定められる家庭生活を享受する権利を侵害




持され、状況が許せば家庭生活の再構築が図られるべきである（Gnahoré v. France, para59）。
一方で、健全な環境が子の成長にとって有益なので、人権条約８条に基づいて、親は子の健康及






的は実親と子の家庭生活の再構築である（Olsson v. Sweden (no. １), para81）。一時保護が行わ
れた後、時間の経過とともに、この目的を達成するための締約国にかかる圧力は強くなる。ま
た、この目的を考慮するとき、当該政府機構は当事者間の利益のバランス及び子の最善の利益
を考慮しなくてはいけない（K. and T. v. Finland, para178）。一時保護を決定した後、時間の経
過とともに実親と子の関係回復に損害が生ずる可能性があるので、締約国は迅速に措置を講じ
たのち、状況により実施措置の妥当性を判断すべきである（S.H. v. Italy, para42）。これらの義
務が果たさなければ、締約国は実親と子の関係の破綻に対して責任を負うべきであり、実親と
子の間に繋がりがないことを理由に養子縁組成立の決定もできない（Pontes v. Portugal, 
para92,99）。さらに、実親と子の面会交流への制限は、家庭生活の再構築の可能性を低下させる
（Scozzari and Giunta v. Italy , para174; Olsson v. Sweden (no. １), para81）。一方で、一定の時
間が経過すれば、家庭生活の再構築よりも子が現在生活している家庭環境を維持することのほ
うが重要になる可能性もある（K. and T. v. Finland, para155）。 
一時保護より厳しい措置（親権喪失や養子縁組など）は実親と子の関係が断たれるため、子の
最善の利益が保護される必要がある、もしくは特殊な状況がある場合にのみ、一時保護より厳
しい措置を講じることができる（Johansen v. Norway, para78; Aune v. Norway, para66）。養子縁
組の成立は、実親と子の家庭生活の再構築が不可能で、養子縁組成立のほうが子の利益にかな
う場合にのみ認められる（R. and H. v. the United Kingdom, para88）。 
締約国が人権条約８条第２項に従い合理的かつ有効な干渉措置を講じたか否かについて判断
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に基づいて決定されたかについて審査するということである。（K. and T. v. Finland, para154; 




して広い自由裁量権を有する（K. and T. v. Finland, para155; Johansen v. Norway, para64）。し
かし、この広い自由裁量権に対して制限もある。例えば、締約国が一時保護を決定する前、他に
より緩和な措置が講じられたのか、先に行われた緩和な措置が失敗したことを締約国が証明で
きるのか、人権裁判所はこれらの措置の有無を重視する（Olsson v. Sweden (no. １), para72-74; 
R.M.S. v. Spain, para86; Kutzner v. Germany, para75）。一時保護より厳しい措置（面会を制限す
ることなど）を決定する場合には、締約国を有する自由裁量権の範囲は狭くなる。なぜなら、そ
の措置が実親と子の関係に悪い影響を与える可能性があるからである（K. and T. v. Finland, 
para155; Johansen v. Norway, para64）。 
実親の意見を聞き、実親が期限内に救済策を講じることを保証するため、人権裁判所は公的
な保護措置（public-care measures）に関する事案が人権条約８条に違反しているか判断する際
に、干渉措置のプロセスについて審査する（W. v. the United Kingdom, para62）。また、締約国
が干渉措置は必要だと判断したとき実親の利益を保護したのか、さらに実親が十分に関与して
いたのかということも人権裁判所の審査内容である（W. v. the United Kingdom, para64; T.P. 
and K.M. v. the United Kingdom, para72; Neulinger and Shuruk, para139; Y.C. v. the United 
Kingdom, para138）。締約国は、時間の経過だけではなく、事件に関する全ての事情を考慮した
うえで、実親と子の将来の関係を決定すべきである（W. v. the United Kingdom, para65）。 
それぞれの特殊な状況を考慮し、締約国の干渉措置が実親の利益を保護したか否かが判断さ
れる（Sommerfeld v. Germany, para68）。その前の事案では、子と実親との接触の可能性を評価
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な状況と子の年齢及び成熟度によって決まる（Sommerfeld v. Germany, para71）。 
B. 本件における一般論の適用13： 
本件において、ノルウェー政府による 2011 年決定及び 2012 年判決が実親と子の有する人権
条約８条に定められている「家庭生活を享受する権利」に干渉したという点で当事者の意見は
一致している。また、子の健康及び自由を保護するためにノルウェー政府が児童福祉法に基づ







に A 県社会福祉協議会も類似した手続きを行っており、A 県社会福祉協議会と市裁判所は同じ
理由により実母の請求を却下している。さらに高等裁判所は市裁判所の判決に対して再審理を
行い、最高裁も市裁判所の判決を改めて検討した。 




の争点は、実母が子 X を適切に養育することができるのかということである。 
ノルウェー市裁判所は以下の理由に基づいて実母の一時保護解除の請求を拒絶した。実母の
状況は良くなっているが、実母と面会していたときに X は拒否的な反応を示した。実母は X と
の面会状況を改善するための能力を高めず、繰り返し訴訟すれば X に損害が生ずるという可能
 
13 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注１、para214-226. 
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性も意識していなかった。また、専門家も X が実母のもとに戻らないほうがいいという意見書




協議会が 2011 年決定で挙げられた理由を引用した。A 県社会福祉協議会の理由は以下の通りで
ある： 





能力は高まらなかった。実母は自分が X を無視していたことに気づかず、X のことに集中でき













本件において、実母と X の面会回数は厳しく制限されている。ノルウェー高等裁判所の 2010
年判決で本件の一時保護は長期的となり、X が仮里親のもとで育てられることを前提としたう
えで、実母と X の面会回数を年４回に決定した。高等裁判所は、実母と X の接触を継続させる
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理由が将来 X を実母のもとに戻すためではなく、X が自分の出自を知るためだけであると断定








ように専門家に委託し、実母が X を適切に養育できるか否かについて評価した。A 市児童福祉
施設は、専門家 B.S.及び E.W.A.に委託し、2010 年、B.S.及び E.W.A.は専門家報告書を作成し、
一時保護の実施を推薦した（para 58）。また、高等裁判所は専門家 M.S.に委託し、2010 年に M.S.
は、その専門家報告書において、実母は知的障害があり、また感情の機能にも問題があるという
理由で一時保護が必要であるという結論を下した14。 















14 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注１、para 61. 
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15 戸波江二＝北村泰三他・ヨーロッパ人権裁判所の判例（2008 年、信山社）18-27 頁 
16 戸波＝北村・前掲注 15。 
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
実親から子を引き離すという締約国の干渉措置がヨーロッパ人権条約８条に定められる家庭生活を享受する権利を侵害

























17 人権条約 46 条第２項：人権裁判所は判決を下した後、判決を執行する人権裁判所の委員会に移送するのであ
る。 
18 E. Abdelgawad, The Execution of Judgements of the European Court of Human Rights(２nd edn Human 
Rights Files No.19, Council of European Publishing, Strasbourg 2008); J. Sims, ’Compliance without Remands: 
The Experience under the European Convention on Human Rights’(2004) 36 Arizona State Law Journal 639; M. 
Marmo, ‘The Execution of Judgements of the European Court of Human Rights- A Political Battle’(2008) 15MJ 
235; and L. Miara and V. Prais, ‘The Role of Civil Society in the Execution of Judgments of the European Court of 
Human Rights’ [2012] EHRLR 528. 
19 Berrehab v. the Netherlands, no.10730/84, 21/06/1988, para11. 
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20 Schalk and Kopf v. Austria, no.30141/04, 24/06/2010, para94, 95. 
21 Grabenwarter, Christoph. European convention on human rights: commentary. Beck/Hart, 2014.194page. 
22 W v. United Kindom, no.9749/82, 08/07/1987, para59. 
23 Pini and others v. Romania, 78028/01, 22/06/2004, para143. 
24 Al-Nashif v. Bulgaria, no.50963/99, 20/06/2002, para112. 
25 Berrehab v. the Netherlands, no.10730/84, 21/06/1988, para21. 
26 Boughanemi v. France, no.22070/93, 24/04/1996, para35. 
27 X., Y. and others v. United Kindom, no.21830/93, 22/04/1997, para52. 
28 Pannullo and Forte v. France, no.37794/97, 30/10/2001, para35,37 
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29 Ploski v. Poland, no.26761/95, 12/11/2002, para36. 
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30 Kutzner v. Germany, no.46544/99, 26/02/2002. 
31 A.K. and L. v. Croatia, no. 37956/11, 08/01/2013. 
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本件は、「A.K. and L. v. Croatia」と同じく、まずプロセスに対して締約国の干渉措置が実親の
利益を保護したか、また実親が十分に関与させていたか、という要求をした。具体的には、「A.K. 
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本件の専門家報告は二つがあるが、いずれも 2012 年判決の２年前に作成された。2012 年判
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32 Grabenwarter, Christoph. European convention on human rights: commentary. Beck/Hart, 2014.207page. 
33 Johansen v. Norway, no.17383/90, 07/08/1996, para78. 
34 Johansen v. Norway・前掲注 33 
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35 Olsson v. Sweden (no. １), no.10465/83, 24/03/1998, para90. K & T v. Finland, no.25702/94, 12/07/2001, 
para154. 
36 Olsson v. Sweden・前掲注 35、para81 
37 Olsson v. Sweden・前掲注 35、para81 
38 Johansen v. Norway・前掲注 33 
39 S.H. v. Italy（13.10.2015）においても、一時保護及び親権停止・喪失のような事案に適用されるべき一般論
を整理した。S.H. v. Italy では、人権条約８条で定められる家庭生活を保護するために締約国が負う積極的義務
を強調した。締約国は当該積極的義務を果たさなければ人権条約８条に違反することになる（S.H. v. Italy, 
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40 Case of Strand Lobben and others v. Norway’s action report. 
https://hudoc.exec.coe.int/ENG#{%22EXECIdentifier%22:[%22DH-DD(2020)262E%22]}（2020.03.16） 
41 Action Report・前揭注 40 
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3. 本件における人権裁判所の裁判官の少数意見と反対意見 
1) 少数意見 
A. Ranzoni 裁判官等の少数意見42 
本件締約国の干渉措置が人権条約８条に違反したという結論には多数の意見が同意している。
























42 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注１、78 
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B. Kuris 裁判官の少数意見43 






















43 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注１、85 
44 Strand Lobben and Others v. Norway・前掲注１、87 
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48 厚生労働省・前揭注 47 
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50 松川正毅＝窪田充見・新基本法コンメンタール親族〔第２版〕（2019 年、日本評論社）268 頁 
51 松川＝窪田・前揭注 50 
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【資料１】本件に関わる法律 













Section ４-1. Consideration of the child’s best interests 
“When applying the provisions of this chapter, decisive importance shall be attached to finding 
measures which are in the child’s best interests. 
This includes attaching importance to giving the child stable and good contact with adults and 
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Section ４-6. Interim orders in emergencies 
“If a child is without care because the parents are ill or for other reasons, the child welfare services 
shall implement such assistance as is immediately required. Such measures shall not be maintained 
against the will of the parents. 
If there is a risk that a child will suffer material harm by remaining at home, the head of the child 
welfare administration or the prosecuting authority may immediately make an interim care order 
without the consent of the parents. 
In such a case the head of the child welfare administration may also make an interim order under 
section ４-19. 
If an order has been made under the second paragraph, an application for measures as 
mentioned in section ７-11 shall be sent to the county social welfare board as soon as possible, 
and within six weeks at the latest, but within two weeks if it is a matter of measures under section 
４-24. 
If the matter has not been sent to the county social welfare board within the time- limits 
mentioned in the fourth paragraph, the order shall lapse.” 
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Section ４-12. Care orders 
“A care order may be issued 
(a) if there are serious deficiencies in the daily care received by the child, or serious deficiencies 
in terms of the personal contact and security needed by a child of his or her age and development, 
(b) if the parents fail to ensure that a child who is ill, disabled or in special need of assistance 
receives the treatment and training required, 
(c) if the child is mistreated or subjected to other serious abuse at home, or 
(d) if it is highly probable that the child’s health or development may be seriously harmed 
because the parents are unable to take adequate responsibility for the child. 
An order may only be made under the first paragraph when necessary due to the child’s current 
situation. Hence, such an order may not be made if satisfactory conditions can be created for the 
child by assistance measures under section ４-４ or by measures under section ４-10 or section 
４-11. 
An order under the first paragraph shall be made by the county social welfare board under the 
provisions of Chapter 7.” 
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… 
Section ４-19. Contact rights. Secret address 
“Unless otherwise provided, children and parents are entitled to have contact with each other. 
When a care order has been made, the county social welfare board shall determine the extent of 
contact, but may, for the sake of the child, also decide that there should be no contact. The county 
social welfare board may also decide that the parents should not be entitled to know the child’s 
whereabouts. 
... 
The private parties cannot request that a case regarding contact be dealt with by the county 
social welfare board if the case has been dealt with by the county social welfare board or a court of 
law in the preceding twelve months. 
...” 
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Section ４-20. Withdrawal of parental responsibilities. Adoption 
“If the county social welfare board has made a care order for a child, it may also decide that the 
parents must be stripped of all parental responsibilities. If, as a result of the parents being stripped 
of parental responsibilities, the child is left without a guardian, the county social welfare board shall 
as soon as possible take steps to have a new guardian appointed for the child. 
Where an order has been made withdrawing parental responsibilities, the county social welfare 
board may give its consent for a child to be adopted by persons other than the parents. 
Consent may be given if 
(a) it must be regarded as probable that the parents will be permanently unable to provide the 
child with proper care or the child has become so attached to persons and the environment where 
he or she is living that, on the basis of an overall assessment, removing the child may lead to serious 
problems for him or her, and 
(b) adoption would be in the child’s best interests, and 
(c) the persons applying for adoption have been the child’s foster parents and have shown 
themselves fit to bring up the child as their own, and 
(d) the conditions for granting an adoption under the Adoption Act are satisfied. 
Where the county social welfare board consents to adoption, the Ministry [of Children and 
Equality] shall issue an adoption order.” 
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Section ４-20a. Contact between the child and his or her biological parents after adoption 
[added in 2010] 
“Where the county social welfare board issues an adoption order under section ４-20, it shall, if 
any of the parties have requested it, at the same time consider whether there shall be contact 
between the child and his or her biological parents after the adoption has been carried out. If 
limited contact after adoption in such cases is in the child’s best interests, and the persons applying 
for adoption consent to such contact, the county social welfare board shall make an order for such 
contact. In such case, the county social welfare board must at the same time determine the amount 
of contact. 
... 
A contact order may only be reviewed if special reasons justify doing so. Special reasons may 













Section ４-21. Revocation of care orders 
“The county social welfare board shall revoke a care order where it is highly probable that the 
parents will be able to provide the child with proper care. The decision shall nonetheless not be 
revoked if the child has become so attached to persons and the environment where he or she is 
living that, on the basis of an overall assessment, removing the child may lead to serious problems 
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for him or her. Before a care order is revoked, the child’s foster parents shall be entitled to state 
their opinion. 
The parties may not request that a case concerning revocation of a care order be dealt with by 
the county social welfare board if the case has been dealt with by the county social welfare board 
or a court of law in the preceding twelve months. If a request for revocation of the previous order 
or judgment was not upheld with reference to section ４-21, first paragraph, second sentence, new 
proceedings may only be requested where documentary evidence is provided to show that 
significant changes have taken place in the child’s situation.” 
 






“An adoption order must only be issued where it can be assumed that the adoption will be to the 
benefit of the child [(til gagn for barnet)]. It is further required that the person applying for 







“Adoptive parents shall, as soon as is advisable, tell the adopted child that he or she is adopted. 
When the child has reached 18 years of age, he or she is entitled to be informed by the Ministry 
[of Children and Equality] of the identity of his or her biological parents.” 
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“On adoption, the adopted child and his or her heirs shall have the same legal status as if the 
adopted child had been the adoptive parents’ biological child, unless otherwise provided by section 
14 or another statute. At the same time, the child’s legal relationship to his or her original family 
shall cease, unless otherwise provided by special statute. 
… 
 
14a 条 養子縁組成立後の面会交流 
児童福祉法４-20 条により成立した養子縁組には同法 13 条の法的効果を与える。また、養子
縁組成立後の実親と子の面会交流は児童福祉法４-20a 条に基づいて決定される。 
Section 14 a. Contact after adoption 
“In the case of adoptions carried out as a result of decisions pursuant to section ４-20 of the 
Child Welfare Act, the effects of the adoption that follow from section 13 of the present Act shall 
apply, subject to any limitations that may have been imposed by a decision pursuant to section ４







Section 36-４ The composition of the court. Expert panel 
“(１) The district court shall sit with two lay judges, one of whom shall be an ordinary lay judge 
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and the other an expert. In special cases, the court may sit with two professional judges and three 
lay judges, one or two of whom shall be experts.” 
 









Section 36-10 Appeal 
“(３) An appeal against the judgment of the district court in cases concerning the County 
Board’s decisions pursuant to the Child Welfare Act requires the leave of the court of appeal. 
Leave can only be granted if 
a) the appeal concerns issues whose significance extends beyond the scope of the current case, 
b) there are grounds to rehear the case because new information has emerged, 
c) the ruling of the district court or the procedure in the district court is seriously flawed 
[(vesentlige svakheter ved tingrettens avgjørelse eller saksbehandling)], or 
d) the judgment provides for coercive measures that were not approved by the County Board.” 
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委員会（裁判官 3人） 受理可能性判断と実体審理 
具体的な審理が必要となるとき、
小法廷に回付される 
小法廷（裁判官 7人） 受理可能性判断と実体審理 
大法廷（裁判官 17人） 実体審理 
